給　与　規　程

第　一　章　　総　　　則
第　一　条【目的】この規程は就業規則第三十四条に基づき有限会社○○○○（以下会社という）に勤務する従業員の給与に関する事項を定めたものである。ただし、特殊な任務に就く場合はこの規程によらないこともある。
第　二　条【給与の種類】従業員に対する給与は次の通りとする。

（１）賃　金

（２）賞　与

二．従業員に対して退職金を支給する場合の基準については退職金規程に定めるところによる。
第　三　条【賃金の支給方法】賃金は毎月一回一定期日に支給する。

二．賃金は現金で直接本人に支払い、或いは従業員が希望する本人名義の銀行口座へ振り込み、給与明細書を本人へ手渡すものとする。
第　四　条【賃金の計算期間・支給日】賃金の計算期間は毎月１日から末日までとする。

二．賃金の支給日は翌月１０日とする。ただし、当日が休日である場合はその前日に繰り上げて支給する。
第　五　条【賃金の体系】賃金はこれを基本給並びに手当及び割増賃金とに区分し、その体系は次の通りとする。なお、賃金のうち割増賃金を除いた部分を基準内賃金と称する。

　　　　　賃金　　基本給
　　  　　　　　　諸手当　　　資格手当　　　　　　　基準内賃金
　　　　　  　　　　　　　　　技能手当

　　　　　　  　　　　　　　　役職手当
　　　　　　　  　　　　　　　精勤手当

　　　　　　　　  　　　　　　有給手当

　　　　　　　　　割増賃金　　時間外割増手当　　　　基準外賃金
　　　　　　　　　　　　　　　深夜割増手当
　　　　　　　　　　　　　　　休日割増手当
　　　　　　　　　　　　　　　超過勤務手当

第　六　条【賃金からの控除項目】会社は給与の支給の際に本人が受けるべき賃金から次のものを控除することとする。

（１）源泉所得税

（２）特別徴収住民税

（３）社会保険料
　　　　　（４）その他従業員代表と書面協定により定めたもの
第　二　章　　基　本　給
第　七　条【基本給】基本給は本人の年齢･学歴･技能･経験･職能を考慮して日額･時間額或いは歩合により決定する。なお、歩合給により賃金を支給するときは計算期間の就労時間数に最低賃金額を乗じた額を最低保証給とする。
　　　  　二．欠勤または遅刻･早退し或いは中途外出したときの基本給は不就労時間相当分を控除して支給する。

第　三　章　　諸　手　当
第　八　条【資格手当】資格手当は会社が必要とする特別の資格を有する者に対し月ごとに定額を支給する。資格手当の額は資格に応じて加算するものとする。

二．資格手当の支給に於いて、賃金締切期間中の欠勤日数が７日以上あるときはこれを日割計算する。また、賃金締切期間中の実出勤日数が１０日未満のときはこれを支給しない。

三．従業員が資格手当支給対象となる職務から離れたときは資格手当の支給を停止する。
第　九　条【技能手当】技能手当は会社が必要とする特別の技能･技術を有する者に対し月ごとに定額を支給する。技能手当の額は特別の技能･技術に応じて加算するものとする。

二．技能手当の支給に於いて、賃金締切期間中の欠勤日数が７日以上あるときはこれを日割計算する。また、賃金締切期間中の実出勤日数が１０日未満のときはこれを支給しない。

三．従業員が技能手当支給対象となる職務から離れたときは技能手当の支給を停止する。
第  十  条【役職手当】役職手当は役職を有する者に対し月ごとに定額を支給する。役職手当の額は職責に応じて加算するものとする。

二．役職手当の支給に於いて、賃金締切期間中の欠勤日数が７日以上あるときはこれを日割計算する。また、賃金締切期間中の実出勤日数が１０日未満のときはこれを支給しない。

三．従業員が役職手当支給対象となる職務から離れたときは役職手当の支給を停止する。
第 十一 条【精勤手当】精勤手当は賃金締切期間中の所定労働日の全てを勤務した者に月ごとに定額を支給する。

二．所定労働日の一部に欠勤があるときは、欠勤一日あたり皆勤手当の二分の一を控除する。なお皆勤手当の計算にあたり、遅刻･早退或いは中途外出があるときは三回で欠勤一日と看做す。

　　　  　三．年次有給休暇を取得充当した場合においては、これが従業員の不利益とならないよう取り扱い、精勤手当の控除は行わない。

第 十二 条【有給手当】就業規則第二十三条に定める年次有給休暇により休業したときは所定労働時間を労働した場合に支払われる通常の基本給を支給する。

二．年次有給休暇を取得した場合は通常に出勤し労働したものと看做し、欠勤として扱わず、資格手当･技能手当･役職手当･精勤手当についても通常の額を支給する。

第　四　章　　割　増　賃　金
第 十三 条【時間外手当】法定労働時間を超えて勤務しまたは法定休日に労働した場合には時間外割増手当または休日割増手当を支給する。なお、所定労働時間を超え或いは法定外休日に労働したときで法定労働時間を超えない場合には基本給に対応した通常の賃金を超過勤務手当として支払う。また、深夜に於いて勤務し或いは勤務が深夜に及んだ場合は深夜割増手当を加算して支給する。

二．時間外割増手当･休日割増手当･深夜割増手当および超過勤務手当の計算は１円未満の端数は、切り上げるものとし次の通り行う。なお、割増賃金の算出に於いて基準内賃金月額を決定するにあたり、１ヵ月平均労働時間は時間外労働に関する労使協定による時間あるいは１７３．８時間のうち何れか短い時間とする。
　　　　　(１) 支給対象時間
　　　　　  　　時間外割増手当　：　１日に８時間或いは１週に４０時間を超えた時間

　　　　　　　　休日割増手当　　；　 日曜日
　　　　　  　　深夜割増手当　　：　 午後１０時より午前５時まで

　　  　　(２) 計算

　　　　  　　　①時間外勤務手当
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　　　　　　　　　　②深夜勤務手当
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　　　　　三．休日勤務手当および休日深夜勤務手当の計算は１円未満の端数は、切り上げるものとし次の通り行う。

　　　　　 (１) 支給対象時間
　　　　　  　　休日勤務手当　　：　午前５時より午後１０時まで
　　　　　  　　休日深夜勤務手当：　午後１０時より午前５時まで

　　 　　  (２) 計算

　　  　　　　　①休日勤務手当
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　　　　　　　　②休日深夜勤務手当
　　　　　　　　
[image: image4.wmf]休日深夜労働時間

１．６０

１ケ月平均労働時間

基準内賃金月額

´

´


第　五　章　　給与の改訂および賞与
第 十四 条【給与改訂】給与の見直しによる決定･変更は定時改訂と臨時改訂とに区分する。
第 十五 条【定時改訂】定時改訂は会社の業績と従業員の職務遂行能力･勤務状況および勤務成績とを考慮し公平に決定するものとする。ただし、定時改訂を停止し或いは改訂時期を変更することもある。

二．定時改訂の時期は、原則として毎年４月１日とする。

三．定時改訂は原則として基本給について行うものとし、併せて手当を見直すこともある。
第 十六 条【臨時改訂】臨時改訂は次に該当する者について改訂の必要があると認めた場合に支給する。
　　  　　 (１) 従業員の職務･職能に特に大きな変動のあったとき
　  　　　 (２) 他の従業員と比較して著しく不均衡なとき

　　　　　 (３) 会社の業績･環境に著しい変動があったとき
第 十七 条【賞与】賞与の支給額は会社の業績と従業員の勤務状況および勤務成績とを考慮して決定するものする。

　　　　　 二．賞与支給にあたっては第六条に掲げたものを控除する。
第 十八 条【賞与の計算期間･支給日･支給対象者】賞与の計算期間は次の通りとする。
　　　　　 (１) 上　期　：　前年１２月１日より当年５月３１日まで
　　　　　 (２) 下　期　：　当年６月１日より当年１１月３０日まで
　　　  　 二．賞与の支給日は、原則として次の通りとする。
　  　　　 (１) 上　期　：　７月
　  　　　 (２) 下　期　：　１２月
　　　  　 三．賞与は、第一項の計算期間を勤務しその支給日現在において、会社に在籍する従業員に対し支給する。
　　  　　 四．賞与の支給基準は、計算期間の末に於いて勤続１２ヵ月以上の従業員を基準とする。
　　　  　 五．賞与は、会社の業績によって支給時期を変更するか、または減額し或いは支給しない場合がある。
第　六　章　　そ の 他 細 則
第 十九 条【中途入社した従業員の取扱】賃金の計算期間中において、途中入社した者に対しては、その１ヵ月分の基本給並びに諸手当の支給総額を日割し、勤務日数分のみ支給する。

　　　　　 二．割増賃金については時間相当額を支給する。
第 二十 条【休職期間中の給与の取扱】就業規則第三十七条乃至第三十九条の休職期間中の賃金については、原則として支給しないものとする。ただし、社会保険料･住民税その他で本人が負担すべきものがあるときは、通常の賃金支払日までにこれを会社に支払わなければならない。
第二十一条【臨時休業の賃金】会社の都合により休職している者に対しては、休業１日につき、平均賃金の１００分の６０を支給する。
第二十二条【不就労控除】第七条乃至第十二条に於いて規定する賃金を控除または日割して支給するにあたり１ヵ月の所定労働時間を１７３．８時間と看做す。ただし、就業規則第十五条に基づき１年単位または１ヵ月単位の変形労働時間制を採用した場合には、年間労働時間を１２で除したものを１ヵ月の労働時間として扱う。

第二十三条【懲戒時の給与の取扱】懲戒時の給与の取扱いは、就業規則第五十一条の定めるところによるものとする。
第二十四条【非常時払】第三条乃至第四条の定めにかかわらず従業員が次の各号のいずれかにあたり会社に請求があったばあいには、既住の労働に対する賃金を支給する。

　　　　　 (１) 本人が死亡したとき

　　　　 　(２) 本人が退職しまたは解雇されたとき

(３) 出産･疾病･災害･婚礼･葬儀･その他の場合で会社が必要と認めたとき

付　　則
１．この規程は平成 ２０ 年 １０ 月 １ 日から実施する。

　２．この規程を改廃する場合には、従業員代表者の意見を聞いて行う。
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